業 務 委 託 基 本 契 約 書
　


＊＊＊＊＊（以下、「甲」という）と＊＊＊＊＊（以下、「乙」という）は、以下のとおり業務委託基本契約（以下、「本契約」という）を締結する。
尚、業務の内容、条件等は、別紙の覚書の定めとする。

第１条（目的）
　甲は、乙を甲が展開する事業の業務委託先と定め、乙は甲が指定する業務を引き受け、甲乙相互に協力して、事業の発展に努めるものとする。

第２条（報告等）
甲は、いつでも乙に対して、活動に関する報告を求めることができる。
２．甲は、前項の乙の報告に基づき、乙に対し指導することができ、乙は甲の指導を尊重するものとする。

第３条（広告・宣伝）
乙は、広告及び宣伝、チラシ、パンフレットの作成、インターネットでの紹介等をするときは、事前に甲の書面による承認を得るものとする。
２．前項の広告・宣伝等については、あらかじめ費用分担につき甲・乙間に合意があった場合の他、乙は甲に対し、その費用の全部又は一部の支弁を請求しないものとする。

第４条（経費等）
　乙の活動にかかる交通費及び通信費等については、あらかじめ甲・乙間に合意があった場合の他、乙は甲に対し、その費用の全部又は一部の支弁を請求しないものとする。

第５条（支払い）
甲から乙への業務委託料等の支払いは、銀行振込による現金決済とし、振込手数料は甲の負担とする。
２．甲が、本契約に基づく金銭債務の支払いを遅滞したときは、支払期日から支払いにいたるまで、年15％の割合による遅延損害金を乙に支払うものとする。

第６条（変造等）
　乙は、甲が特に同意した場合を除き、甲の商品・サービスを変造及び販売目的以外の流用ならびに独自の販売形態の設定をしてはならない。

第７条（秘密の保持）
甲及び乙は、本契約期間中及び本契約期間終了後も、本契約に基づいて知り得た情報を第三者に漏洩してはならない。

第８条（譲渡禁止）
　甲及び乙は、本契約上の地位を相手側の書面による承諾なしに、第三者に対して、譲渡してはならないものとする。

第９条（反社会勢力）
甲または乙及びその役員、従業員またはその関係会社、業務委託先（業務委託が数次にわたるときはその 全てを含む。）は、暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係者、総会屋その他の反社会的勢力（以下、「反社会勢力」という）のいずれでもなく、また、反社会的勢力が経営に 実質的に関与し ている法人等ではないこと及び反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していないことを表明 し、且つ将来にわたっても該当しないことを確約するものとする。
２．甲または乙は、相手方が前項に違反した場合、何らかの催促を要さず、本契約を解除することができるも のとする。
３．前項により契約を解除した場合には、相手方の関係者等第三者に対し、一切の損害賠償義務を負担しない ものとする。

第１０条（契約期間）
　本契約の有効期間は、本契約締結日より１年間とする。但し、期間満了の前日までに甲から乙に対し書面による契約更新の通知があった場合は、更に１年間延長されるものとし以後も同様とする。

第１１条（契約の解除）
甲及び乙は、相手方が本契約に違反したときは、違反事項の是正を求める催告を行い、なお相手方がこれを是正しないときは、契約を解除することができる。
２．甲及び乙は、３０日前までに相手方に対して書面により通知することにより、本契約を解除することができる。
３．甲及び乙は、相手方に以下の事由が生じたときは、通知催告を要せず、直ちに本契約を解除することができる。
(１) 振り出した、あるいは引き受けた手形または小切手が不渡りとなったとき
(２) 差押え、仮差押え、仮処分、強制執行又は滞納処分による差押えを受けたとき
(３) 競売、破産、民事再生手続開始又は会社再生開始の申立てを受け、あるいは自ら申し出たとき
(４) 信用状態の悪化又はその他契約解除につき相当の事由が認められるとき

第１２条（協議事項）
　本契約に関し、疑義が生じたときは、甲乙協議の上、双方誠意をもって解決するものとする。

第１３条（合意管轄）
　本契約に関して、万が一甲乙間に紛争が生じた場合には、東京地方裁判所または東京簡易裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

本契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名捺印の上、各１通を保有する。

年　月　日
甲：


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

乙：
　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

覚　　書
　

＊＊＊＊＊（以下、「甲」という）と＊＊＊＊＊（以下、「乙」という）は、　　　年　月　日付け契約締結の「業務委託基本契約書」の業務内容及び条件等につき、以下のとおり合意し、覚書を締結する。

記

１）業務期間　　年　月　日～　年　月　日
　　　　　　　上記期間を延長する場合は別途覚書を締結するものとする。
２）業務内容　甲の製品＊＊＊＊の販売を支援する活動
上記に付随する業務
３）実施方法　甲乙間で協議の上、都度決定する。
４）業務報酬  本業務において甲が乙に支払う報酬は、以下の通りとする。
　　　　　　　乙が直接契約を獲得した場合　＊＊＊＊円（税込）
　　　　　　　乙が甲に紹介しその後契約を獲得した場合　＊＊＊＊円（税込）
　　　　　　　累計契約件数が＊＊件を超えた場合　＊＊＊円（税込）の追加報酬
　　　　　　　累計契約件数が＊＊件を超えた場合　さらに＊＊＊円（税込）の追加報酬
　　　　　　　ただし、紹介後120日を経過してからの契約は除外する
５）途中解約　本覚書の締結内容を途中で解約する場合は６０日前に書面にて相手方に通知するものとし、双方合意の上で解約ができるものとする。ただし、契約の期間に関わらず第４項に記載の報酬は支払われるものとする。
６）支払方法　第４項における報酬の支払いは、甲の売上が確定した月末で締め翌月末に甲から乙の指定する銀行口座に振込み支払われるものとする。
　　　　　　　この際の振込手数料は甲が負担するものとする。　　　　　　　
７）業務内容及び条件等の変更
上記内容に変更がある場合は、別途覚書を締結するものとする。

以上

年　月　日
甲：


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

乙：
　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



